
独立行政法人及び公益法人向け財政支出

（注） 計数については、今後異同を生ずることがある。

○ 26年度独立行政法人向け支出： ２兆7,799億円

・対25年度当初予算 ▲1,162億円、▲4.0％

（参考）
○ 25年度独立行政法人向け支出： ２兆8,960億円

・対24年度当初予算 ▲2,152億円、▲6.9％

◆ 独立行政法人向け財政支出（26年度政府案）

○ 26年度公益法人等向け支出： 1,839億円

・対25年度当初予算 ▲710億円、▲27.8％

（参考）
○ 25年度公益法人等向け支出： 2,548億円

・対24年度当初予算 ＋1,037億円、＋68.6％

◆ 公益法人等向け財政支出（26年度政府案）

うち一般会計 ２兆1,420億円
うち特別会計 6,379億円

うち一般会計 968億円
うち特別会計 871億円



国立公文書館 1,990 1,996 5 +0.3%
国民生活センター 2,687 2,717 29 +1.1%
北方領土問題対策協会 1,443 1,370 ▲ 73 ▲5.0%
統計センター 7,616 8,631 1,015 +13.3%
情報通信研究機構 36,315 32,196 ▲ 4,119 ▲11.3%
国際交流基金 12,495 12,441 ▲ 54 ▲0.4%
国際協力機構 198,820 199,753 933 +0.5%
酒類総合研究所 965 956 ▲ 9 ▲0.9%
国立科学博物館 2,773 2,783 10 +0.4%
国立女性教育会館 530 522 ▲ 9 ▲1.6%
国立特別支援教育総合研究所 904 981 77 +8.5%
教員研修センター 1,141 1,239 98 +8.6%
科学技術振興機構 126,403 122,239 ▲ 4,165 ▲3.3%
日本学術振興会 268,317 257,652 ▲ 10,665 ▲4.0%
物質・材料研究機構 14,185 13,634 ▲ 551 ▲3.9%
理化学研究所 78,833 78,024 ▲ 809 ▲1.0%
放射線医学総合研究所 10,634 10,055 ▲ 579 ▲5.4%
防災科学技術研究所 15,538 8,846 ▲ 6,692 ▲43.1%
宇宙航空研究開発機構 196,121 186,481 ▲ 9,640 ▲4.9%
日本スポーツ振興センター 10,471 8,336 ▲ 2,135 ▲20.4%
日本芸術文化振興会 13,362 14,312 950 +7.1%
国立美術館 12,650 11,056 ▲ 1,594 ▲12.6%
国立文化財機構 11,246 11,229 ▲ 16 ▲0.1%
大学評価・学位授与機構 1,195 1,250 56 +4.7%
国立大学財務・経営センター 294 306 13 +4.4%
国立高等専門学校機構 58,876 63,047 4,171 +7.1%
日本学生支援機構 133,140 123,026 ▲ 10,115 ▲7.6%
海洋研究開発機構 36,294 34,482 ▲ 1,812 ▲5.0%
日本原子力研究開発機構 176,025 182,931 6,905 +3.9%
国立青少年教育振興機構 9,137 9,162 25 +0.3%
国立健康・栄養研究所 659 671 12 +1.8%
勤労者退職金共済機構 8,898 8,898 ▲ 0 ▲0.0%
福祉医療機構 35,952 35,422 ▲ 530 ▲1.5%
国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 1,845 2,009 165 +8.9%
労働政策研究・研修機構 2,563 2,755 192 +7.5%
高齢・障害・求職者雇用支援機構 79,137 84,763 5,626 +7.1%
労働者健康福祉機構 28,556 29,393 837 +2.9%
医薬品医療機器総合機構 1,775 2,118 343 +19.3%
国立病院機構 23,337 20,185 ▲ 3,151 ▲13.5%
医薬基盤研究所 8,379 7,543 ▲ 837 ▲10.0%
労働安全衛生総合研究所 2,070 2,092 22 +1.0%
国立がん研究センター 7,496 7,371 ▲ 125 ▲1.7%
国立循環器病研究センター 4,605 4,316 ▲ 289 ▲6.3%
国立精神・神経医療研究センター 5,014 4,507 ▲ 507 ▲10.1%
国立国際医療研究センター 7,267 7,010 ▲ 257 ▲3.5%

独立行政法人に対する財政支出

（単位：百万円）

法人名 25年度当初 26年度政府案 増減



独立行政法人に対する財政支出

（単位：百万円）

法人名 25年度当初 26年度政府案 増減

国立成育医療研究センター 4,122 3,715 ▲ 407 ▲9.9%
国立長寿医療研究センター 3,713 3,194 ▲ 518 ▲14.0%
農林水産消費安全技術センター 6,544 6,691 147 +2.2%
農畜産業振興機構 87,252 97,559 10,308 +11.8%
種苗管理センター 2,867 2,919 52 +1.8%
家畜改良センター 7,145 7,387 242 +3.4%
農業者年金基金 124,901 124,052 ▲ 850 ▲0.7%
農業生物資源研究所 6,492 6,729 237 +3.7%
農業環境技術研究所 2,938 3,118 180 +6.1%
国際農林水産業研究センター 3,170 3,478 309 +9.7%
農林漁業信用基金 4,719 2,663 ▲ 2,056 ▲43.6%
森林総合研究所 35,499 35,316 ▲ 182 ▲0.5%
水産大学校 1,673 1,980 307 +18.4%
水産総合研究センター 15,020 15,271 251 +1.7%
農業・食品産業技術総合研究機構 38,394 39,466 1,071 +2.8%
経済産業研究所 1,403 1,443 40 +2.8%
日本貿易振興機構 25,782 28,686 2,904 +11.3%
産業技術総合研究所 59,771 62,466 2,695 +4.5%
新エネルギー・産業技術総合開発機構 121,052 148,366 27,314 +22.6%
製品評価技術基盤機構 6,701 6,949 248 +3.7%
情報処理推進機構 3,671 4,124 453 +12.3%
石油天然ガス・金属鉱物資源機構 269,651 231,917 ▲ 37,734 ▲14.0%
原子力安全基盤機構 20,123 - ▲ 20,123 ▲100.0%
工業所有権情報・研修館 9,312 9,485 173 +1.9%
中小企業基盤整備機構 23,333 21,629 ▲ 1,703 ▲7.3%
土木研究所 8,559 8,900 342 +4.0%
建築研究所 1,778 1,827 48 +2.7%
鉄道建設・運輸施設整備支援機構 92,339 96,144 3,805 +4.1%
国際観光振興機構 1,837 1,912 75 +4.1%
交通安全環境研究所 1,732 2,040 308 +17.8%
海上技術安全研究所 2,688 2,844 155 +5.8%
航海訓練所 5,646 5,397 ▲ 248 ▲4.4%
港湾空港技術研究所 1,330 1,378 49 +3.6%
航空大学校 2,078 2,100 22 +1.1%
電子航法研究所 1,445 1,604 160 +11.0%
水資源機構 30,530 36,006 5,476 +17.9%
自動車事故対策機構 10,482 10,615 134 +1.3%
自動車検査 3,237 3,257 20 +0.6%
空港周辺整備機構 245 166 ▲ 79 ▲32.3%
奄美群島振興開発基金 200 200 - -
都市再生機構 38,805 32,635 ▲ 6,170 ▲15.9%
日本高速道路保有・債務返済機構 64,726 23,055 ▲ 41,671 ▲64.4%
海技教育機構 2,200 2,385 185 +8.4%
住宅金融支援機構 46,434 27,517 ▲ 18,917 ▲40.7%
国立環境研究所 12,237 12,353 116 +0.9%
環境再生保全機構 21,171 14,940 ▲ 6,231 ▲29.4%
駐留軍等労働者労務管理機構 3,141 3,290 149 +4.7%

合計 2,896,043 2,779,875 ▲ 116,168 ▲4.0%
（注１）計数は、それぞれ四捨五入している。
（注２）計数については、今後異同を生ずることがある。



（注） 計数については、今後異同を生ずることがある。

独⽴⾏政法⼈向け財政⽀出の全体像（26年度政府案）

文教・科学振興
1兆1,285億円

（▲353億円、▲3.0%）

科学技術振興
9,418 億円

（▲233億円、▲2.4%）

公共事業
2,375億円

（▲580億円、▲19.6%）

エネルギー対策
4,309億円

（＋48億円、＋1.1%）

社会保障・労働保険
3,344億円

（▲３億円、▲0.1%）

経済協力
2,083億円

（＋42億円、＋2.1%）

その他
4,403億円

（▲317億円、▲6.7%）

２兆7,799億円
（一般+特会）

26年度政府案

(▲1,162億円、▲4.0%)

日本学術振興会 2,577億円
宇宙航空研究開発機構 1,545億円
（人工衛星等の開発・運用等）
科学技術振興機構 1,222億円 など

日本学生支援機構 1,145億円 など
（低利・無利子の奨学金）

日本原子力研究開発機構 1,483億円

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 1,469億円
（レアアース等資源確保、国家備蓄石油の管理等）
新エネルギー・産業技術総合開発機構 1,357億円 など

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 927億円
（整備新幹線の建設や地下高速鉄道の整備等）
水資源機構 360億円
住宅金融支援機構 275億円 など

農業者年金基金 1,210億円
（農業者年金基金法に基づく年金給付業務等）
高齢・障害・求職者雇用支援機構 839億円
（職業能力開発、高齢者雇用に関する給付金の支給等）
福祉医療機構 354億円 など

国際協力機構 1,998億円 など

国の予算における科学技術振
興費の約７割が独法向け。


